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図-1 TSR モデルの概要 
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図-2 地図データ, a) 神田川上流域の土地利用地物要素, b) 雨水管路網の現況, 
c) 本研究で作成した道路ネットワークデータ, d) 小流域分割図 
った． 
本研究では図-2 c)に示すように神田川上流域の河道最
下流端から 0km，2.0km，5.0km，9.0km の 4 地点におけ
る河道流量を図-3 a)に示した．まず河道最下流端におい
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表-1 雨水管路網データの概要 
 構築データ 実データ 
マンホール数 8,857 9,632   
管路数 10,671 9,904   
総管路延長(m) 344,674 268,641   
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図-3 解析結果． a  河道流量 
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域に適用し，都市流域における TSR（Tokyo Storm Runoff）モデル 2)3)による雨水流出特性か
ら用いた手法の適用性評価を行った． 
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第２章 TSR（Tokyo Strom Runoff）モデルの概要 

















ータ GIS に様々な手を加えることで，図 2-1 に示すような洪水流出解析モデルに適用可能な
 
図 2-1 高度な地物データ GIS の例 
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図 2-2 地物データ GIS を用いた雨水流出過程 











































































図 2-3 TSR モデルの計算フロー 





































図 2-4 直接流出量算出の概念図 























ここに，t：時刻(sec)，r(t)：時刻 t における降雨量(m/s)，∑r(t)：降雨開始から時刻 t までの総雨






表 2-1 土地利用分類とその雨水損失特性 
土地利用地物 対象とする流出 浸透・不浸透 雨水損失 
道路・鉄道 舗装道路，線路 不浸透性 
凹地貯留 
舗装地 駐車場等の表面 不浸透性 
凹地貯留 
建造物 家屋の屋根 不浸透性 
凹地貯留 
林地 樹木等のある表面 浸透性 
凹地貯留 
浸透損失 
緑地 芝地，裸地，公園 浸透性 
凹地貯留 
浸透損失 
造成地 造成中の裸地 浸透性 
凹地貯留 
浸透損失 
グラウンド 運動場，広場 浸透性 
凹地貯留 
浸透損失 
農地 畑 浸透性 
凹地貯留 
浸透損失 
水面 河川 不浸透性 
なし 
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方程式を用いる． 
   
t
clolcll effftf
 )()(  (2.2) 



















   (2.3) 


















ll  (2.4) 
ここに， )(tf ：実浸透能(m/s)， )(tfl  ：土地利用地物要素 l の平均浸透能(m/s)， )(tP ：降雨

















)(  (2.5) 
ここに， )(tP ：累加雨量(m/s)． 

















)(  (2.6) 
また，累加浸透量の時間変化は次式で示される． 
ttftFttF  )()()(  (2.7) 
















ここで，t  以外は全て定数であるため，上式に Newton 法を適用して tを計算する．得られた
時間を(2.2)式に代入し，修正された浸透能を計算する．また，浸透能が降雨時に低減し無降
雨時に回復する現象の計算は次式により行う． 
)()( wd ttclolcll effff
    (2.9) 
ここに，αd：浸透能回復時の減衰係数(s-1)，tw：浸透能回復時における時間(s)． 




















  (2.10) 
0SS f    (2.11) 
ここに，q：単位幅流量(m2/s)， h：斜面流の水深(m)，x：距離(m)，Sf：摩擦勾配，S0:地表面
勾配． 
 地表面流速は次式の Manning の平均流速式により算出される． 
3/22/11 hS
N






























































iq ：時刻 j の土地利用地物要素の単位幅流量(m2/s)，
j
ih ：時刻 j の土地利用地物要
素の水位(m)，
1j
ih  ：時刻 j-1 の土地利用地物要素の水位(m)，
j
iD ：時刻 j の直接流出量(m/s)，
1j
ie






























































































(2.18)式を(2.17)式に代入すると，(2.17)式の右辺と左辺の残差  jiqR は以下の式で示される． 










ここで，   0jiqR となる
j

























qq  (2.20) 




























間が長くなる．そのため，本研究では，εは 0.01 に設定し，反復の最大は 100 回とした． 
 









念を用いるが，解析は 1 次元で行うこととする．すなわち，TSR モデルに用いる解析要素は
図 4-5に示す地表面地物要素である．これらの解析要素に対し，地表面地物要素間の境界条
件を定義する地表面境界要素の属性情報を基に，隣接する要素の重心点間を上流から下流向
















































道要素からの流量 Qr0は，河道要素の水深を h1=Hr - H0，これに隣接する地表面地物要素の水
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3/2/ 12 hh のとき 110 2ghhBQ rr   (2.24) 
3/2/ 12 hh のとき )(2 2120 hhghBQ rr    (2.25) 
ここに， rB は河道と堤内地との境界幅(m)で，μ および μ′は完全越流および潜り越流時の流


























地盤高 H0 水位差 h1 
水位差 h2 
 
図 2-6 河道要素から地表面地物要素への流れ 














Σ   (2.27) 
ここに，hb：街区内地物要素の水深(m)，Ab：街区内地物要素の面積(m2)． 













































































  (2.30) 
sBgAc /   (2.31) 
)( psp DhBAA   (2.32) 




播速度(m/s)， Bs：スロット幅(m)， Ap：管路要素の断面積(m2)，Dp：管路要素のの直径(m)． 
管路要素の断面積を算定する場合には，図 2-7 に示すように，管路要素の水深により次の
３つの場合に分けられる．ここで，管路要素中心と水面との成す角度 θ は，管路要素の水深
















p1tan  (2.33) 





















A  (2.34) 





















A  (2.35) 








  (2.36) 


























   (2.39) 
ここに，Smax：マンホール最大貯留量(m3)． 




図 2-7 水深別の管路断面積 
θ 








































)( mmm HfS   (2.41) 
ここに，fms：水位・貯留量変換関数． 



































































  )( 0



















































































































































































































ここに，v ：時刻 j の平均流速(m/s)，R ：時刻 j の平均の径深(m)，A：時刻 j の平均の流水
断面積(m2). 











































































































  )( 01  (2.51) 
 式(2.50)と式(2.51)は時間ステップ Δtを用いて河道境界要素において流量，河道地物要素に






















































































































延長を求めることで降雨強度 I を算定することできる． 
 排水面積 A は通常，比較的勾配のある地域では正確に地形図を決まる．しかし，平坦な地
域では排水境界を地形図のみから求めることは困難で，このような場合は，道路の配置や勾
配，在来水路および河川の位置や流向等を踏査によって十分に調査し，排水境界を確定し 6)，
排水面積 A を決める． 







21 ttt  (3.4) 




図 3-1 計画雨水量の算定過程の概要 6) 
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v  (3.6) 


































図 3-2 雨水管路網データ構築のフローチャート（赤枠は①，緑枠は②，青枠は③） 


















図 3-3 道路ネットワークデータの構築のフローチャート 
 




ラグランジュの概念を用い，図 3-4 a)のような単路部について道路進行方向に N 等分する線








 次いで，図 3-4 c）のように，隣接する線分の中点を結ぶ線を発生させ，図 3-4 d）のよう
に連結することで道路中心線を作成する．この際に，作成した道路中心線には，各単路部に
おける道路延長として中心線長さを，また，平均道路幅として N 等分する際に用いた線分長




図3-4 単路部における道路中心線発生の流れ, a) 単路部の例, b) 道路進行方向への分割, 
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② 交差部における道路中心線発生 
 図 3-5 は交差部において道路中心線を発生させる具体的な流れを示している．本手法では
交差部を直進する道路をその交差部における主軸道路として抽出し，主軸道路の道路中心線
を優先し作成することで道路の直進性を維持している． 
 まず，図 3-5 a)のような n 差路の交差部に接続する単路部に番号を付け，交差部ポリゴン
の属性として単路部の道路中心線の方向 t1，t2…tnおよび，道路幅 w1，w2…wnを設定する．次









 次に，Rijが閾値 Rc以下を満たし，θijが閾値 θcよりも大きくかつ最も 180 度に近い線分を，
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図 3-7 マンホールと管路の埋設状況の断面図 



























































流側管底高は河床高 + 50[cm]とし，上流側管底高を上向きに 1/100 の勾配をつけて設定を行
う（図 3-9 a））．そして，設定した上流側管底高を次の管路の下流側管底高に設定し，同様
に上流側管底高を設定していく．これを繰り返して排水区内の全ての管路の管底高を設定す
る．その際に，図 3-9 b）のように管路の深さ（地盤高－管底高）が 5[m]よりも深くなる場
合は管路の深さが 5m になるように補正を行う（図 3-9 c））．同様に，1[m]よりも浅くなる場
合には補正を行い，全ての管路の（地盤高－管底高）が 1[m]～5[m]の範囲内になるように管


















図 3-9 管底高設定の流れ, a)放流管の下流側管底高から設定を始める, b)接続先で地盤高
－管底高が 5m 以上の場合, c)地盤高－管底高が 5m になるように補正, d)全ての






































における総括流出係数 C，降雨強度 I，排水面積 A を算定して，合理式(3.1)により計画降雨時
のピーク流量 Qpを算定し，管路直径は円形管とした算定式(3.5)を用いて設定する．総括流出
係数 C と排水面積 A は高度な地物データ GIS の土地利用地物を，降雨強度 I の算定に利用す
る流達時間 t は最大管路延長 l と管内平均流速 v を用いて設定する 






なわち，総括流出係数 C は式(3.2)を用いて算定し，排水面積 A は土地利用地物の地物面積を
用いる．例えば，図 3-10のマンホール M1の微小排水区に設定された土地利用地物を用いて，





 また，マンホール M1の排水面積 A1は地物面積の合計値から算出し，A1= 0.16[ha]と求める． 
 総括流出係数 CMと排水面積 AMを下流側の管路へ累加していくことで，任意地点での管路
上端地点の値を算定することができる． 
式(3.3)を用いて降雨強度 I の算定するには，流達時間 t を求めることが必要である．流達時




下流側の管路の管路距離とする．そして，流下時間 t2は得られた最大管路延長 l を管内平均



















図 3-10 マンホールを用いた微小排水区の設定 








わせて CAMとし，この CAMを微小排水区のマンホールに設定する（表 3-3）．管路の最上流地
点より順番に，管路上流側マンホールの CAMを下流側に接続するマンホールにおける微小排
水区の値 CAMに加えて，管路に CAPを設定する．また，最大管路延長 l は上流側管路の管路
長の累加距離として求める．ここで，管路の上端部と最も遠いマンホールの距離を求めるの
で，自身の管路長は加えない．このようにして，全管路に管路上端部での流出係数を乗じた
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M1 C M1 AM1 CAM1
M2 C M2 AM2 CAM2
M3 C M2 AM3 CAM3








表 3-4 図 3-11における管路上端部の流出係数，排水面積および流達時間 
管路長 流集時間t 1
（m） （min）
P1 CAP1 = CAM1 LP1 L 1 = 0 5 t 21 = L 1 / v t 1 = 5 + t 21
P2 CAP2 = CAP1 + CAM2 LP2 L 2 = L 1 + LP1 5 t 22 = L 2 / v t 2 = 5 + t 22





最大管路延長l 流下時間t 2 流達時間t
（ha） （m） （min） （min）
 
（※）v は管内平均流速である． 
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次に，図 3-12のような②合流部について述べる．図 3-12の管路へのそれぞれの値の累加
状況は表 3-5，表 3-6に示す．CA の累加については合流部では P2と P3の両方の CAP値を合
算し，P4の管路の CAPを設定する．最大管路延長 l は合流地点において合流する 2 つ管路延
長の最大管路延長 l の累加距離の長い方を採用する．すなわち，図 3-12のような場合に管路
P4の上端部での最大管路延長を求める際に，表 3-6に示されている管路長についてL1 + L2 > L3



















図 3-12 合流部におけるマンホールと管路の接続（管路の矢印は流下方向） 
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M1 C M1 AM1 CAM1
M2 C M2 AM2 CAM2
M3 C M2 AM3 CAM3
M4 C M4 AM4 CAM4







表 3-6 図 3-12における管路上端部の流出係数，排水面積および流達時間 
管路長 流集時間t 1
（m） （min）
P1 CAP1 = CAM1 LP1 L 1 = 0 5 t 21 = L 1 / v t 1 = 5 + t 21
P2 CAP2 = CAP1 + CAM2 LP2 L 2 = L 1 + L P1 5 t 22 = L 2 / v t 2 = 5 + t 22
P3 CAP3 = CAM3 LP3 L 3 = 0 5 t 23 = L 3 / v t 3 = 5 + t 23





最大管路延長l 流下時間t 2 流達時間t
（ha） （m） （min） （min）
 
（※）v は管内平均流速である． 
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最後に，図 3-13のような③分流部について述べる．B3，B4はそれぞれ P3，P4の管路が位置
する道路の道路幅を示している．図 3-13の管路へのそれぞれの値の累加状況は表 3-7，表 2-8
に示す．分流が発生する場合， CA を 2 つの分流先の管路へ分配を行う必要がある．分配方
法は分流先の管路が位置する道路の道路幅 B の比率を用いて道路幅の大きい道路に位置する
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M1 C M1 AM1 CAM1
M2 C M2 AM2 CAM2
M3 C M2 AM3 CAM3
M4 C M4 AM4 CAM4







表 3-8 図 3-13における管路上端部の流出係数，排水面積および流達時間 
管路長 流集時間t 1
（m） （min）
P1 CAP1 = CAM1 LP1 L 1 = 0 5 t 21 = L 1 / v t 1 = 5 + t 21
P2 CAP2 = CAP1 + CAM2 LP2 L 2 = L 1 + L P1 5 t 22 = L 2 / v t 2 = 5 + t 22
P3 CAP3 = B 3×(CAP2 + CAM3)/(B 3 + B 4) LP3 L 3 = L 2 + L P2 5 t 23 = L 3 / v t 3 = 5 + t 23
P4 CAP4 = B 4×(CAP2 + CAM3)/(B 3 + B 4) LP4 L 4 = L 2 + L P2 5 t 24 = L 4 / v t 4 = 5 + t 24
流下時間t 2 流達時間t
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これらから，全ての管路の上端地点における流出係数 C，降雨強度 I，排水面積 A を算定し，
合理式から管路に流入する計画降雨時のピーク流量を算定する． 
算定した計画降雨時のピーク流量を流下できるように，管路直径を設定する．管路の流下



























































































































































神田川流域における市街地の割合は，昭和初期には 5 割以下であった． 
 戦後，東京への人口集中によって，流域は昭和 30 年代，40 年代初期にかけて急速に市街






治 34 年に神田上水は，玉川上水とともに廃止された． 
 大正 10 年頃には，河川改修と市街化の進展により上流の一部を除き氾濫域が失われた．ま











図 4-3 神田川洪水時の状態 
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表 4-1 雨水管路網データの概要 
 実データ 構築データ 
マンホール数 9,632    8,857    
管路数 9,904    10,671    
総管路延長（m） 268,641    344,674    
総管路容量（m3） 69,636    103,289    
 















































































図 4-7 管路直径ごとの管路数分布の比較 
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構築データと実データの管路長の比較を行った（図 4-5）．管路長について本研究データは










































































































図 4-8 雨水管路網データの管路長ごとの管路数分布 
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４－３ 雨水流出解析の適用条件 








雨継続時間 3 時間，中央集中型で 1 分単位の降雨波形を作成した(図 4-9)．総降雨量は 91mm，























図 4-9 対象降雨量 
- 62 - 
 
（２）パラメータ設定 













表 4-2 TSR モデルのパラメータ 
パラメータ名 設定値 
初期浸透能（mm/hr） 
林 地 30 
緑 地 30 
グラウンド 10 
間 地  10 
終期浸透能(mm/hr) 
林 地  20 
緑 地  20 
グラウンド 7 
間  地 5 

















の把握を行った．Case1-a は実際の雨水管路網データを用いた場合で Case1-b は実際の雨水管
路網における管路直径を全て 60cm に設定した場合である．次いで Case2-a は道路ネットワー
クデータから本手法を用いて構築した雨水管路網を用いた場合であり，Case2-b は道路ネット
ワークデータから構築した雨水管路網の管路直径を全て 60cm に設定した場合である．実デー
タの管路直径の平均が 57cm，構築データの管路直径の平均が 62cm であるため，管路直径を
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 表 4-4 総管路容量の概要 
 総管路容量(m³) 平均管路直径(cm) 
Case1-a  69,636 57 
Case2-a 103,289 62 
Case1-b  75,918 60 
Case2-b  97,405 60 
 
 




図 4-10～図 4-19は神田川上流域の最下流端 0km から 9km 地点まで 1km ごとの全 10 地点
における実雨水管路網データ Case1-a と本手法を用いて構築した雨水管路網データ Case2-a よ
り得られた河道流量ハイドログラフである． 
図 4-20は本手法により構築した Case2-a および実データ Case1-a の河道ピーク流量の縦断
面図を示したものであり，各地点における河道ピーク流量の比較結果を表 4-5に示した．い
ずれの地点においても構築データ Case2-a が実データ Case1-a を上回っており，河道全長にお
いて Case2-a が Case1-a の河道ピーク流量を平均 5.2％程度上回る傾向を確認した．河道最下
流端での流出率は，Case2-a の場合，総降水量 91mm に対し流出高は 68mm で 75％，Case1-a
の場合，流出高 65mm で 73%と構築データの方が僅かながら大きくなっている． 
図 4-21は総地表面貯留量の時系列変化を示したものである．総地表面貯留量は，構築デー
タ Case2-a が実データ Case1-a を平均 7％程度下回り，その傾向は貯留高上昇初期から計算終
了時まで続いている．総地表面貯留量の大小は，雨水がマンホールを介して雨水管路に流入
しやすいかどうかに影響を受けると考えられるので，両者のマンホールの数に着目して考察
する．雨水管路網のマンホールの数は，構築データ Case2-a が 8,857 個，実データ Case1-a









分までは構築データが実データ Case1-a の貯留量よりも大きく，特にピーク時には Case2-a の
12.4mm に対し，Case1-a は 10.3mm で 20％大きいが，250 分以降は，Case2-a が Case1-a の貯
留量を平均 0.5mm 程度小さい．この原因としては，上述したマンホールの配置の違いに加え，
道路ネットワークを利用した雨水管路網データは，全ての道路の地下に雨水管路を設定して





河道ピーク流量に至るまでの到達時間とともに表 4-6に示す．河道流量 20m³/s に至る到達時
間は，Case2-a が Case1-a よりも数分程度遅れる傾向が見られるが，5km 地点や 7km 地点のよ
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うに遅れが見られない地点もあるが，河道ピーク流量に至る到達時間は，いずれの地点にお
いても Case2-a が Case1-a よりも数分～10 分程度遅れている．図 4-21は降雨ピークと重なる
90分時における河道流量の縦断面図を示したものである．構築データCase2-aの河道流量は，









































































































図 4-11 1km 地点におけるハイドログラフ 




























































































図 4-13 3km 地点におけるハイドログラフ 
 




























































図 4-15 5km 地点におけるハイドログラフ 
 



























































図 4-17 7km 地点におけるハイドログラフ 
 




























































図 4-19 9km 地点におけるハイドログラフ 
 

































































































































































図 4-21 総地表面貯留量 
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（２）全管路直径を６０cmにした場合 
 図 4-24～図 4-33は，全管路直径を 60cm として解析を行った河道流量ハイドログラフで
あり，実データ(60 cm)Case1-b と構築データ(60 cm)Case2-b に加え，参考のために前述の実デ
ータ Case1-a および構築データ Case2-a を示したものである．前項と同様に，神田川上流域の
最下流端 0km から 9km 地点まで 1km ごとの全 10 地点について示した．先ず，実データ(60 
cm)Case1-b と構築データ(60cm)Case2-b に着目して考察を進める． 
図 4-34は実データ(60cm)Case1-b，構築データ(60 cm)Case2-b および実データ Case1-a，構
築データ Case2-a の河道ピーク流量の縦断面図を示したものであり，各地点における河道ピー
ク流量の比較結果を表 4-7に示した．いずれの地点においても Case2-b が Case1-b の河道ピ
ーク流量を上回っており，河道全長において Case2-b が Case1-b の河道ピーク流量を平均 11％
程度上回る傾向を確認した．傾向としては前項の Case1-a と Case2-a の比較結果と同様だが，
その差はより顕著になっている．河道最下流端における流出率は，Case2-b の場合，総降水量
91mm に対し流出高は 67mm で 74％，Case1-b は流出高 65mm で 73%と Case2-b の方が僅かな
がら大きくなっている． 
図 4-35は総地表面貯留量の時系列変化を示したものである．築データ(60 cm)Case2-b が実
データ(60 cm)Case1-b の貯留量を平均 7％程度下回っており，前項の Case2-a と Case1-a の貯
留量の比較結果と同様の傾向であった．したがって原因としても同様に，Case2-bの方がCase1-b
に比べ，マンホールを通じて管路へ流入しやすいことが推察される． 
図 4-36は総管路内貯留量の時系列変化を示したものである．構築データ(60 cm) Case 2-b
が実データ(60 cm)Case1-b の貯留量を平均 22％程度下回っていることが確認できる． 
河道流量 20m³/s を超える時間を，河道ピーク流量に至るまでの到達時間とともに表 4-8に
示す．河道流量 20m³/s に至る到達時間は，構築データ(60 cm)Case2- b の方が実データ(60 
cm)Case1- b よりも数分程度早い傾向にあることが読み取れる．河道ピーク流量に至る到達時
間は，0～6km 地点までは Case2-b が Case1-b よりも数分程度早い傾向にあるが，7～9km 地点
では，Case2-b が Case1-b よりも数分程度遅れることを確認した． 
図 4-36は降雨ピークと重なる 90 分時における河道流量の縦断面図を示したものである． 
構築データ(60 cm)Case2-b が実データ(60cm)Case1-b の河道ピーク流量を平均 11％程度上回
る傾向が見られた．このことから，Case2-b の方が Case1-b よりも早く河川へ流出する傾向に
あることが推察された． 
以上の結果から，管路内貯留量が構築データ(60 cm)Case2-b が実データ(60cm)Case1-b を上
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次いで，実データ Case1-a と構築データ(60cm)Case2-b に着目して考察を進める．河道ピー
ク流量は図 4-34および表 4-7より，いずれの地点においても実データ Case1-a と構築データ
(60 cm)Case2-b の河道ピーク流量に数％程度の差を確認した．この結果は，前項で述べた実デ
ータCase1-aと構築データCase2-aの河道ピーク流量の差5.2％と比べて小さいものとなった．
河道最下流端における流出率は，Case1-a の 73%に対し Case2-b は 74％で，Case2-b の方が僅
かながら大きくなっている． 
総地表面貯留量は図 4-34より，構築データ(60cm)Case2-b が実データ Case1-a の貯留量を上
回る傾向を読み取ることができ，特にピーク時には約 12％大きくなることを確認した．この
差は，実データ Case1-a と構築データ Case2-a のピーク時の貯留量の差 3％と比べて大きい値
となった．  
総管路内貯留量は図 4-33より，構築データ(60cm)Case2-b が実データ Case1-a の貯留量を平
均 28％程度下回り，実データ Case1-a と構築データ Case2-a の貯留量の差 11％と比べて大き
い値となった． 
表 4-7より河道流量 20m³/s に至る到達時間は，8km 地点を除いて Case2-b の方が Case1-a
よりも数分程度早いことが読み取れる．河道ピーク流量に至る到達時間は，9km 地点を除い
て Case2-b の方が Case1-a よりも数分～10 分程度遅れることを確認した． 
以上の結果から，本手法を用いた管路直径の設定を行わずに雨水管路網を構築した場合の
雨水流出特性について考察する．構築データ(60cm)Case2-b の河道ピーク流量は実データ
Case1-a に近似した結果を確認できたが，総地表面貯留量は Case1-a を上回り，総管路内貯留
量は Case1-a を下回る結果となった．この原因は，前述したマンホールの配置特性に加え，































































































図 4-25 1km 地点におけるハイドログラフ 
 































































































図 4-27 3km 地点におけるハイドログラフ 
 































































図 4-29 5km 地点におけるハイドログラフ 
 































































図 4-31 7km 地点におけるハイドログラフ 
 































































図 4-33 9km 地点におけるハイドログラフ 
 






























































































表 4-7 河道ピーク流量 
距離(km)
河道ピーク流量(m³/s)
Case1-a Case2-a Case1-b Case2-b
0 83.8 85.0 78.0 82.9
1 79.1 81.1 72.5 77.4
2 71.9 74.5 65.2 71.0
3 70.1 72.5 62.2 68.3
4 65.5 65.7 56.8 64.6
5 52.8 60.3 48.3 56.1
6 46.9 49.8 42.4 46.6
7 38.6 42.0 34.5 40.5
8 31.7 30.4 27.3 30.0
9 17.0 19.8 16.3 18.9
 

































































図 4-35 総地表面貯留量 
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表 4-8 到達時間の比較 




0 75 79 74 72
1 76 79 75 72
2 78 80 77 74
3 76 78 75 72
4 73 78 73 72
5 77 77 76 72
6 74 78 74 74
7 81 81 83 77





0 142 150 146 149
1 138 145 142 147
2 133 145 139 141
3 129 137 134 139
4 123 131 128 134
5 122 129 125 132
6 117 124 118 126
7 115 119 120 118
8 109 116 114 113
9 108 111 114 107
 































































- 89 - 
 
（３）雨水管路網を考慮しない場合 
 図 4-38～図 4-47は，神田川上流域において雨水管路が全くないことを想定して解析を行
った河道流量ハイドログラフであり，管路なし Case0 に加え，参考のために前述の実データ
Case1-a および構築データ Case2-a を示したものである．前項と同様に，神田川上流域の最下
流端 0km から 9km 地点まで 1km ごとの全 10 地点について示した． 
図 4-48は管路なし Case0 および実データ Case1-a，構築データ Case2-a の河道ピーク流量の
縦断面図を示したものであり，各地点における河道ピーク流量の比較結果を表4-9に示した．
いずれの地点においても Case0 が Case1-a の河道ピーク流量を大幅下回っており，河道全長
において Case2-a が Case1-a の河道ピーク流量を平均 37％程度下回ることを確認した．河道最
下流端における流出率は，Case0の場合，総降水量 91mmに対し流出高は 52mmで 57％，Case1-a
の場合，流出高 65mm で 73%と Case0 の方が大幅に小さくなっている． 
図 4-49は総地表面貯留量の時系列変化を示したものである．全ての期間において，管路な
しCase0が実データCase1-aの貯留量を平均3.1倍程度と大幅に上回っていることを確認した． 
 表 4-10に河道流量 20m³/s を超える時間を，河道ピーク流量に至るまでの到達時間ととも
に示す．河道流量 20m³/s に至る到達時間は，いずれの地点においても管路なし Case0 の方が
実データ Case1- a よりも， 20～30 分程度遅れており，河道ピーク流量に至る到達時間も同様
に，数分から 20 分程度遅れることを確認した．図 4-50は降雨ピークと重なる 90 分時におけ




最後に，図 4-50に Case0，Case1-a，Case2-a に加え，参考として Case1-b および Case2-b に
おける最大河川水位の比較結果を示した．雨水管路を考慮した Case1 と Case2 においては，


































































図 4-39 1km 地点におけるハイドログラフ 
 




























































図 4-41 3km 地点におけるハイドログラフ 
 




























































図 4-43 5km 地点におけるハイドログラフ 
 



























































図 4-45 7km 地点におけるハイドログラフ 
 




























































図 4-47 9km 地点におけるハイドログラフ 
 





























































































0 83.8 85.0 63.7
1 79.1 81.1 58.0
2 71.9 74.5 49.6
3 70.1 72.5 45.3
4 65.5 65.7 39.0
5 52.8 60.3 29.3
6 46.9 49.8 25.1
7 38.6 42.0 20.5
8 31.7 30.4 16.4
9 17.0 19.8 11.2
 
































図 4-50 総地表面貯留量 
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表 4-10 到達時間の比較 




0 75 79 94
1 76 79 95
2 78 80 98
3 76 78 99
4 73 78 100
5 77 77 103
6 74 78 107






0 142 150 149
1 138 145 147
2 133 145 148
3 129 137 149
4 123 131 145
5 122 129 143
6 117 124 139
7 115 119 123
8 109 116 117
9 108 111 111
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